様式１７号（第２の１の（１９））関係　　　　　　　　　


相続税の納税猶予に関する適格者証明書

	証　　明　　願

　　　　年　　　月　　　　日　

猪名川町農業委員会
会長　　　　　　　様
　　住所
農地等の相続人　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　下記の事実に基づき、被相続人及び私が租税特別措置法第70条の６第１項の規定の適用を受けるための適格者であることを証明願います。

１　被相続人に関する事項

住　所

氏名

職業

相続開始年月日
　　　　　　年　　　月　　　日

農地等の生前一括贈与を受け
ていた場合には、その年月日
　 年 　　月 　　日

被相続人の
所有面積
耕作農地

　㎡

被相続人が
農業経営主
でない場合
農業経営者の
氏名
採草放牧地

㎡

農業経営者と
被相続人との
同居・別居の別
同居　・　別居

合計

　㎡

特定貸付け又は営農
困難時貸付けを行って
いた者である場合
分類
特定貸付け　・　営農困難時貸付け
貸付年月日
　　　 　年　　月　　日
貸付先の農業

経営者の氏名
その他
参考事項
２　農地等の相続人に関する事項

　(１)　農地等の相続人

住　所

氏名

職業

生年月日
大正

昭和

平成

年　月　日

被相続人との続柄

相続開始の時に

おける被相続人

との同居・別居

の別
同居・別居
相続開始前に
おいて農業に
従事した実績
の有無

有・無

特例の適用を受けようと
する農地等の明細
別表１のとおり

左記の農地等による農業経営
の開始年月日
　　年 　　月 　　日

今後引き続き農業経営を
行うことに関する事項
(特定貸付け又は営農
困難時貸付けに関する事項)
身体若しくは精神の障がい又は

老人ホーム等への入所の有無
有・無
その他
参考事項

　(２)　農地等の相続人の推定相続人　（生前一括贈与を受けていた農地等について使用貸借による権利が設定されている場合）
住　所

氏名

職業

生年月日
大正

昭和

平成
年　　 月　　日

相続人と
の続柄
使用貸借による権利の
設定の年月日
昭和

平成

年　　 月 　　日

使用貸借に係る農地等の明細
別表１のとおり

左記の農地等による農業経営
開始年月日
　　 年　　 月　　 日
今後引き続き
推定相続人が
農業経営を行う
ことに関する事項
相続人が推定相続人の経営する農業に従事していることに関する事項


	猪農委（証）第　　　　　　号

　上記の証明願のとおり、被相続人及び農地等の相続人は、租税特別措置法第70条の６第１項に規定する適格者であることを証明する。

　　　年　　　月　　　日　　　　　　

猪名川町農業委員会長　　　　　　　　　　　印　　


　別表１　　　　　　　　　　　　　　
特例適用農地等の明細書
	相続税の納税猶
予の特例の適用
を受ける者
	住所
	
	※３年毎の継続届出書の整理欄

	
	氏名
	
	１回目
・ ・
	２回目
・ ・
	３回目
・ ・
	４回目
・ ・

	相続開始年月日
	　　　　年　　月　　日
	
	
	
	

	
	
	５回目
・ ・
	６回目
・ ・
	７回目
・ ・
	８回目
・ ・

	農地等の生前一括贈与を受け
ていた場合には、その年月日
	　　　　年　　月　　日
	
	
	
	

	特例適用農地等の明細

	番号
	田、畑、採草
放牧地又は
準農地の別
	登記簿上
の地目
	所　　在　　場　　所
	市街化区域内外の別
	特定
貸付
農地等
	営農困難
時貸付
農地等

	面積

(㎡)
	※譲渡等、耕作の放棄又は買取りの申出等についての整理欄

	1
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	2
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	3
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	4
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	5
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	6
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	7
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	8
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	9
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	10
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	11
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	12
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	13
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	14
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	15
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	16
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	17
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	18
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	19
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	20
	
	
	
	内・外
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	


※の付いている欄は記入しないでください

別表２　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　障がい等の状況についての申告書
	番号
	項　　　目
	添付資料

	１
	精神障害者保健福祉手帳（１級）の交付を受けていること
	

	２
	身体障害者手帳（１級又は２級）の交付を受けていること

　手帳に記載された障害名（　　　　　　　　　　　　　）
	

	３
	要介護認定（要介護状態区分５のもの）を受けていること
	

	４　１から３以外の身体若しくは精神の障がいの状況

	（１）
	両眼の視力の和が０．１以下になっている
	

	（２）
	両眼の視野がそれぞれ１０度以内で、かつ、両眼による視野についての視能率による損失率が９０％以上になっている
	

	（３）
	両耳の聴力レベルが９０デジベル以上になっている
	

	（４）
	平衡機能に著しい障がいがある
	

	（５）
	咀嚼又は言語の機能を廃している
	

	（６）
	咀嚼及び言語の機能に著しい障がいがある
	

	（７）
	精神に著しい障がいがある
	

	（８）
	神経系統の機能に著しい障がいがある
	

	（９）
	胸腹部臓器の機能に著しい障がいがある
	

	（１０）
	上肢又は下肢の全部又は一部を喪失している
	

	（１１）
	一上肢又は一下肢の機能を全廃している
	

	（１２）
	一上肢の三大関節のうち、二関節の機能を廃している
	

	（１３）
	両手の手指又は両足の足指の全部又は一部を喪失している
	

	（１４）
	両手の母指、示指又は中指の機能を廃している
	

	（１５）
	一手の母指及び示指の機能を廃している
	

	（１６）
	母指又は示指を含めて一手の三指の機能を廃している
	

	（１７）
	一下肢の三大関節のうち、二関節の機能を廃している
	

	（１８）
	両足の足指の全部の機能を廃している
	

	（１９）
	長管状骨に偽関節を残し、運動機能に著しい障がいを残している
	

	（２０）
	体幹の機能に座っていること、立ち上がること又は歩くことができない程度の障がいを有している
	

	（２１）
	脊柱の機能に著しい障がいを残している
	

	（２２）
	(1)～(21)の他、身体の機能の障がい若しくは病状又は精神の障がいが重複している
	

	（２３）
	満75歳以上であり、身体の機能が低下しており、農業に従事することが困難である
	

	５ 福祉施設への入所の状況

	（１）
	生活保護法に規定する救護施設へ入所している
	

	（２）
	老人福祉法に規定する認知症対応型老人共同生活援助事業を行う住居、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム又は有料老人ホームへ入居又は入所している
	

	（３）
	介護老人保健施設又は介護療養型医療施設へ入所している
	

	（４）
	障害福祉サービス事業を行う施設又は障害者支援施設へ入所している
	


相続税の納税猶予に関する適格者証明書チェック表
このチェック表は、相続税の納税猶予に関する適格者証明書の発行要件について、チェックしていただくためのものです。ご自分でチェックの上、適格者証明書の証明願に添付して提出してください。

猪 名 川 町 農 業 委 員 会

	
	農業相続人氏名
	

	チェック項目
（チェック項目のすべてについて「該当」となった場合に、相続税の納税猶予に関する適格者証明書の発行を受けることができます。）
	該　当　　(該当番号）
	非該当

	被相続人要件
	次のいずれかに該当しますか。
	は　い

（　　）
	いいえ

	
	１　死亡の日まで農業を営んでいた。
	
	

	
	２　贈与税の納税猶予の特例の適用を受けた農地等の生前一括贈与をした。
	
	

	
	３　死亡の日まで相続税の納税猶予の適用を受けていた農業相続人又は贈与税の納税猶予の特例の適用者で、障害、疾病などの事由により自己の農業の用に供することが困難な状態であるため賃借権等の設定による貸付けをし、税務署にその旨の届出書を提出していた。
	
	

	
	４　死亡の日まで特定貸付けを行っていた。
	
	

	農　業　相　続　人　要　件
	相続人に該当しますか。
	は　い
	いいえ

	
	次のいずれかに該当しますか。
	は　い

（　　）
	いいえ

	
	１　相続税の申告期限までに農業経営を開始し、その後も引き続き農業経営を行う（特例の適用を受ける農地等を取得した相続人が相続税の申告期限前に死亡した場合はその相続人になります。相続人が未成年者であるときは、住居及び生計を一にする親族が農業経営を行う場合も含まれます。）。
	
	

	
	２　贈与税の納税猶予の特例の適用者で、特例付加年金又は経営移譲年金の支給を受けるため推定相続人の１人に対し農地等の全部につき使用貸借権を設定して、農業経営を移譲し、税務署にその旨の届出書を提出している。
	
	

	
	３　贈与税の納税猶予の特例の適用者で、障害、疾病などの事由により自己の農業の用に供することが困難な状態であるため賃借権等の設定による貸付けをし、税務署にその旨の届出書を提出している。　

· 贈与者の死亡後も引き続き賃借権等の設定による貸付けを行うものに限ります。
	
	

	
	４　相続税の申告期限までに特定貸付けを行っている。
	
	

	特　　例　　農　　地　　等　　要　　件
	次のいずれかの農地等に該当しますか。
	は　い

（　　）
	いいえ

	
	１　被相続人が農業の用に供していた農地等（農地法第32条又は第33条の規定による利用意向調査が実施され、農地法第36条の規定による農地中間管理権の取得に関する協議の勧告を行った（行うことになる）農地を除きます。）

· 農地等に準農地がある場合には、準農地に該当する旨の市町村長の証明書の写しを添付してください。
	
	

	
	２　贈与税の納税猶予の特例又は贈与税の納期限の延長の特例（昭和49年以前の制度）の適用を受けていた農地等
	
	

	
	３　相続又は遺贈により財産を取得した者が、相続開始の年に被相続人から贈与を受けた農地等で、贈与税の納税猶予の特例の適用要件に該当する農地等
	
	

	
	４　被相続人が特定貸付けを行っていた農地又は採草放牧地
	
	

	
	５　被相続人が営農困難時貸付けを行っていた農地等
	
	

	
	上記１、４、５の農地等は、申告期限までに分割しますか。
	は　い
	いいえ

	
	農地等が平成３年１月１日において特定市（裏面の下段表を参照してください。）にある場合、都市営農農地等（相続開始日において、その農地に係る生産緑地地区の都市計画の決定がされている農地に限ります。）に該当しますか。

· 特例の適用対象となる旨の市長等の証明書の写しを添付してください。
	は　い
	いいえ

	
	特例の適用を受ける農地等の所在が分かる住宅地図等を添付していますか。
	は　い
	いいえ


（ 裏　面 ）
特例適用農地の作付け等状況
	特　例　適　用　農　地　の　明　細
	現在の作付け等状況

	物件

番号
	所　　　在　　　地
	地目等
	面積
	作物の種類等
	耕作をしている者（続柄等）

	1
	
	
	㎡
	
	

	2
	
	
	㎡
	
	

	3
	
	
	㎡
	
	

	4
	
	
	㎡
	
	

	5
	
	
	㎡
	
	

	6
	
	
	㎡
	
	

	7
	
	
	㎡
	
	

	8
	
	
	㎡
	
	

	9
	
	
	㎡
	
	

	10
	
	
	㎡
	
	

	11
	
	
	㎡
	
	

	12
	
	
	㎡
	
	

	13
	
	
	㎡
	
	

	14
	
	
	㎡
	
	

	15
	
	
	㎡
	
	

	16
	
	
	㎡
	
	

	17
	
	
	㎡
	
	

	18
	
	
	㎡
	
	

	19
	
	
	㎡
	
	

	20
	
	
	㎡
	
	


（記載方法等）

１　「物件番号」欄に記載する番号を証明願の「別表　特例農地等の明細書」の「番号」と同一にした場合には、「所在地」、「地目等」及び「面積」の各欄の記載を省略しても差し支えありません。

２　「作物の種類等」欄は、現在作付け中又は作付け予定の作物の種類を記載し、「耕作をしている者（続柄等）」欄は、耕作をしている者の氏名及び耕作をしている者との関係（続柄等）を記載してください。
